
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・『ｸﾞﾙｰﾌﾟ経営構想 V』の実現のため、自
治体・地元との協議を行っていく。 
・地域の特性があるので、地元住民、商
店街の意見もあるので連携を図ってま
ちづくりを進めていく。 
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・現在も自治体と協議して役所機能を設
置している駅が多くある。今後も要望が
あれば設置を検討していく。 
・駅舎改良工事の機会を捉えて、必要と
判断すれば設置する。 

新駅開業は、地元からの要請(請願駅)と
鉄道とまち、旅客との接点を増やし利便
性を向上させること(戦略的新駅)を観点
に、設置を検討する。 

鉄道の役割として住民の移動する手段を
守るために新駅を開業するべきだ。 

利便性や駅間の長い区間などは検討材料
の大きな要素である。 

・公共交通機関として、まちのインフラ
整備は重要である。 
・鉄道事業者の責任において災害発生後
の初動対応から復旧まで行うことが責
務である。 
・どの線区も同じ考え方である。 

駅の 1 日あたりの利用者数 3000 人以上
を対象に優先順位を決定している。 

人数に関係なく地域の実情や利用者の実
態を踏まえて整備すべきだ。 

必要な要員は確保し配置している。 

ハード対策の他にソフト面での対策も行
うべきだ。 

職場で工夫して行っている。タブレット
の勉強や英会話など教育を行っている。 

検討している対策の視点は、①大きな荷
物への対策②東京の観光活性化と東北地
方への観光流動③駅など設備改良だ。 

人数に関係なく地域の実情や利用者の実
態を踏まえて整備するべきだ。 


